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東京電力株式会社福島第一原子力発電所１号機における格納容

器漏えい率検査の偽装について

平成 14 年 10 月 25 日

経 済 産 業 省

原子力安全・保安院

1. 事案の概要

　東京電力株式会社福島第一原子力発電所第１号機(以下、当該機という。)において、平

成 3年及び平成4年に実施された第 15回及び第16回定期検査期間中に行われた格納容器

の漏えい率検査に際して、不正な圧縮空気の格納容器内への注入などが行われた結果、検

査が適正に行われなかったことが明らかになった。

　当院としては、9 月末の新聞報道以来、東京電力及び当該機の点検作業の実施を請け

負った日立製作所に対する報告徴収等により、本事案について鋭意調査を行ってきたとこ

ろであるが、今般、改めて東京電力に対し、これまでの調査で判明した事実を報告するよ

う指示したところ、本日、東京電力から両定期検査中に行われた格納容器漏えい率検査に

おいて不正操作があったことを認める旨の報告があったものである。

　東京電力からの報告によれば、両定期検査期間中に行われた格納容器漏えい率試験にお

いて、漏えい率を低く見せかけるため、漏えい率測定中に圧縮空気を格納容器に注入し、

さらに、平成 4 年の第 16 回定期検査中の漏えい率検査に際しては、漏えいが検知された

弁について、検査要領書で定められた方法によらない方法で弁の閉鎖も行ったため、両定

期検査において正確な漏えい率が確認できない状態で検査を行ったことは事実であったと

のことである。ただし、不正操作の具体的な方法等については、未だ判明に至っておらず、

引き続き調査を進め、今後判明し次第、当院に対して追加報告を行うとしている。

　なお、東京電力からの報告によれば、平成4年に漏えいが観察された弁については、そ

の後平成5年に交換しており、平成 5年以降の格納容器漏えい率検査においては圧縮空気

の注入などの不正操作を行っていないとしている。当院としても、同社の工事記録により

当該弁の交換工事が同時期に行われていることを確認した。

　当院では、両定期検査における格納容器漏えい率試験中行われた不正操作について、本

日までに日立製作所からも、これに関与したことを認める旨の情報提供を得ている。
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(参考：原子炉格納容器漏えい率検査の持つ意義)

　原子炉格納容器は、冷却材喪失事故時に、再循環配管の破断などにより炉心から放出さ

れる放射性物質を封じ込める安全機能を有するものである。したがって、格納容器は、事

故時を勘案した設計圧力において、漏えい率が一定の制限値以下となる性能を持たなけれ

ばならないとされている。

　格納容器の封じ込め性能については、このような重要なものであることから、定期検査

に際しては、必ず国の検査官が立会の下に漏えい率検査を実施することとされている。具

体的な検査手順としては、格納容器を貫通する管に取り付けられている約 350 個程度の弁

の開閉を原子炉冷却材喪失事故時の状態に原則的に模擬し、格納容器を密閉状態にした上

で、窒素ガスにより格納容器内部を一定値（当該機の場合は、約 2.8kg/cm2）に加圧した

後、6 時間にわたり格納容器内の圧力変化や温度変化を測定した結果から 24 時間当たり

の漏えい率を算出することにより実施される。

　また、原子炉格納容器の機能の重要性に鑑み、「２．事案の評価」に示すとおり、国の

認可を得て事業者が制定する保安規定においても、定期的な検査に際して、漏えい率が一

定の制限値を下回っていることを確認しなければならないことが定められている。

2. 事案の評価

　福島第一原子力発電所原子炉施設保安規定(第 40 次改正　平成 2 年 3 月 23 日施行)第

37 条によれば、東京電力は当該機の運転に当たり、定期的な検査により、格納容器漏え

い率が 0.5%/日以下であることを確認しなければならない。これに対し、圧縮空気の注入

などにより正確な漏えい率の確認をしなかったことは、保安規定を遵守しなかったことに

なる。このため、保安規定の遵守を規定している原子炉等規制法第 37 条第 4 項違反とな

る。

　また、電気事業法第 54 条に規定されている国の定期検査について、偽装を行うことに

より検査を妨げ、あるいは検査を忌避したことになるので、電気事業法第 120 条第 8 号

(定期検査の妨害又は忌避)に該当する違反行為であり、罰則(30 万円以下の罰金)の対象

となる。

※ ただし、電気事業法第 120 条第 8 号に係る時効は 3 年間であるため、平成 3 年、平成 4 年の事案について

は、時効が成立している。
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3. 本件に関する今後の対応

3.1. 東京電力に対する行政処分等

　本件については、原子炉等規制法第 37 条第 4 項に違反するものであり、原子炉等規制

法第 33 条第 2 項に基づく行政処分の対象となる。本件については、放射性物質の放出な

ど環境への影響があったものではないが、原子炉の安全機能上、極めて重要な部分におい

て意図的な偽装が行われるという前例のないものであり、加えて、国の定期検査を妨害し

たものであり極めて悪質である。

　したがって、当該機については、1年間の原子炉運転停止処分を行う。処分については、

事前に聴聞手続き等が必要であることから、11 月 22 日に聴聞を実施した上で、処分を行

う予定である。

　なお、現在事実関係についての調査が終了したものではないことから、今後も調査を継

続し、更に事実関係の解明に努めることとしており、さらなる事実関係が明らかになった

ときには、その内容に応じて所要の措置を行うものである。

3.2. 日立製作所に対する措置

　東京電力から格納容器漏えい率検査を請け負った日立製作所は、原子炉等規制法及び電

気事業法上の対象となるものではない。しかしながら、本件は、原子炉の安全機能上、極

めて重要な部分において意図的な偽装が行われるという前例のないものであり、加えて、

国の定期検査を妨害したものであり、このような事案に日立製作所が関与したことを踏ま

え、今後東京電力に対する行政処分を行う際に、あわせて日立製作所に対しても再発防止

策の早急な検討の指示など、所要の措置を講ずることとする。

3.3. 格納容器漏えい率の再確認(報告徴収命令)

　東京電力からの報告によれば、格納容器の漏えい率検査について偽装が行われたのは平

成 3年及び4年に限られるとしている。しかしながら、格納容器という重要な設備に係る

検査において偽装が行われていたことを踏まえ、当院としては、念のため、早急に当該機

の格納容器の健全性を確認する予定である。このため、当該機については、原子炉の停

止・冷却後速やかに漏えい率検査を再実施し、その結果について報告するよう、報告徴収

命令を発することとする。また、当該漏えい率検査の実施に際しては、準備段階を含め法

律に基づく立入検査を実施することとし、不正が行われないよう国の検査官を要所に配置

して検査を行う。
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4. その他の原子炉についての対応

4.1. 東京電力のその他の原子炉についての対応(厳格な検査の実施)

　当該機以外の原子炉についても、念のため、当該機に準じた厳格な検査を行うことによ

り、その漏えい率を確認することとする。

　このため、現在定期検査のために運転停止中のもの(福島第一 3 号機、柏崎刈羽 1 及び

3号機)及びシュラウド点検等のために中間停止中のもの(福島第一 4号機、福島第二 2、3

及び 4 号機、柏崎刈羽 2 号機)について、運転再開に先立ち、国の検査官が立ち会うなど

して、厳格な検査を行うこととする。

　また、これら以外の現在運転中の原子炉についても、当該機と同様の点検を行うべく点

検計画を可及的速やかに策定するよう指示する。

4.2. 東京電力以外の電力会社に対する対応(総点検の追加指示)

　東京電力以外の電力各社に対しては、現在総点検指示を行っているところであるが、今

般の事案の重要性に鑑み、格納容器漏えい率検査結果についても早急に過去の点検記録を

再確認するよう、改めて指示する。

5. 再発防止策及び本事案に対する今後の対応

　今回の事案も踏まえ、電気事業法等を改正し、このような不正を行った場合の罰則を強

化することにより、抑止力の強化を図ることを検討しているところである。

　また、漏えい率検査を含む国の定期検査全般についても、今後、検査の準備段階を含め

て検査官による抜き打ち的な検査を行うとともに、検査官を増員し、不正が行われないよ

う国の検査官を要所に配置して検査を行うなど、厳正な定期検査が実施できる体制を整備

していく。

　なお、東京電力による格納容器漏えい率検査に関する不正については、全容を解明すべ

く、今後も引き継き調査を継続する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【問い合わせ先】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済産業省原子力安全・保安院

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力発電検査課　梶田、結城

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ（０３）３５０１－９５４７
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参考
○電気事業法(抄)

(昭和三十九年七月十一日)

(法律第百七十号)

第百二十条　次の各号の一に該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

一～七(略)

八　第五十条の二第三項、第五十二条第三項、第五十四条、第五十五条第二項又は第百七条第一項から第四項

までの規定による審査又は検査を拒み、妨げ、又は忌避した者

九～十二(略)

○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律(抄)
(昭和三十二年六月十日)

(法律第百六十六号)

(許可の取消し等)

第三十三条　(略)

２　主務大臣は、原子炉設置者が次の各号の一に該当するときは、第二十三条第一項の許可を取り消し、又は

一年以内の期間を定めて原子炉の運転の停止を命ずることができる。

一～三　(略)

四　第三十七条第一項若しくは第四項の規定に違反し、又は同条第三項の規定による命令に違反したとき。

五～十七　(略)

３　(略)

(保安規定)

第三十七条　～３　(略)

４　原子炉設置者及びその従業者は、保安規定を守らなければならない。

５～６　(略)

○福島第一原子力発電所原子炉施設保安規定(抄)
(第40次改正　平成2年3月23日施行)

（格納容器）

第 37 条　保修課長は、定期的な検査により、格納容器漏えい率および主蒸気隔離弁漏えい率が別表 11 に定め

る維持基準に適合していることを確認し、その結果を当直長に通知する。

２～３　(略)

＜別表11　格納容器の維持基準（第37条関係）＞

１．１号炉

機能を維持すべき場合 項　　　　　目 維　持　基　準

(1)～(2)　略

(3)格納容器漏えい率 0.5％／日以下（常温、空気、設計圧換算）

原子炉冷却材温度が
100℃以上で、炉心に照
射された燃料が装荷され
ているとき。 (4)　(略)


